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 日本の建設投資は、図 2.1 に示す通り国の経済成長とともに 1992 年の 84 兆円まで
増加し続けた。それ以後の 1996 年までは 80 兆円前後の水準で推移していたが、その
後下降トレンドに入り 20 年後の 2011 年には約 42 兆円まで減少した。そのうち維持修
繕工事の比率は年々増加傾向にあることが分かる。その一方で建設会社数は 1999 年に
























図 2.1 建設投資と維持修繕工事比率の推移  









  図 2.2 は大手建設会社の 2005 年以後の経営状況を示している。売上高さの減少にと
どまらず、営業利益率も経年で減少していることが分かる。もともと製造業と比較し
ても低い利益率ではあるが、2012 年度では 0.2％という非常に低い値を示した。この






















図 2.2 大手建設会社の経営状況 
※日本建設連合会に所属する法人会員のうち、32 社（単体）の決算に基づく集計 






































































くこととする。この 3 章で述べた内容と 4 章、5 章での社会的事実を組み合わせること





























































































































































































































































































































































いた 12）。製造業 400 社弱のアンケート結果とこのムサシカーブの考え方は 2005 年前
後では一致をしていたと言える。 
 しかし、時が過ぎ 2012 年に経済産業省から発表された「ものづくり白書」では、グ
ローバル化、デジタル化、モジュール化が進展した結果、ものづくりの付加価値が低
下し、代わって企画・マーケティングやアフターサービスが重要な位置を占めると報



















図 4.1 付加価値の高い要素アンケート 図 4.2 付加価値の高い要素アンケート 
出所：2005 ものづくり白書      出所：2012 ものづくり白書 
 
 

















































































































図 4.2 と図 4.3 に大手不動産会社の連結売上高さの推移と営業利益率の推移を示す。





























































































































利益率は 2008 年を山に上昇しているが、これは IT バブルによる大型プロジェクトの
完成が進んだ結果、単発で利益を上げる物件が出たことによる影響である。しかし、










































































ゼネコンとは、正式には General Contractor の略である。日本語訳をすると総合請
負者と言われている。ではスーパーゼネコンとは一般的にゼネコンの中でも売上高さ










































































図 4.10 大手ゼネコンの営業利益率の推移  
 34
 
 上場大手ゼネコン 4 社のセグメント別売上高と営業利益を図 4.11、4.12 に示す。  
各社のセグメントは統一されたものではないが、各社とも売上・営業利益とも建築・






































































































































































ゼネコン業界の動きは第 1 章の図 2.1 の建設市場の状況と連動していることが分かる。














































































ーンを図 5.1 に示した。図 5.1 の付表内に平均値と標準偏差を記載し、図の赤線は
平均値を示している。不動産は不動産投資と建物管理を別セグメントとして、利益
率を計算している。また、ゼネコンは国内建築業におけるセグメントにからデータ













































































































① 右上（規模型）  ：不動産ゾーン 
② 右下（手詰まり型）：施工ゾーン 
③ 左上（特化型）  ：建物管理ゾーン 









































































































































































































































図 6.1 建築業のプロフィットゾーン 
 























































































































































































































































































































































































































図 6.9 建設費の圧縮 
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